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家計簿記からみた生活の長期変化に関する事例研究（第３報）一教育関係費一

東京文化短大○内藤道子　梅花短大　藤井千賀　　相模女大短大　三宅栄子

文教大女短大　三東純子　　日本女大家政　宮崎礼子

目的：長期にわたって記録されたＹ家の家計簿記の記録から、子供の教育関係費等、子供

・孫への支出の状況を把握し、家計管理者の生活価値観の反映を実証したい。

方法：第１報と同一家計簿記を用いて、教育関係費に焦点をおき子供への支出の推移をみ

る。子供の高等教育期間における教育関係費を総額および子供別にみて、子供間の差や生

活価値観との関わりを明らかにする。

結果：教育関係費の大部分は、家計簿記の日常生活費の計算に含めてあったが、多額ある

いは臨時的支出は資産管理の別会計から賄う方式がとられていた。ほぼ隔年に誕生した２

男４女に幼少期より稽古事を習わせ、全員に大学教育を受けさせ、一時期には３人の大学

教育費を負担するなど、教育を重視した家計運営であった。昭和３０年代はまだ男子の教

育を優先する時代であったにもかかわらず、当該家計では女子の大学卒業後の勉学費用を

負担しており、家計管理者の女性の能力を重視する価値観が反映されていた。

2Sa－7 資源リサイクルに対する消費者の意識

　　　　　　　　　　　　　　鳴門教育大　渡遵　廣二

　目的　商品の購入・利用・廃棄の各局面における資源リサイクルに対する消費者の意識

を調査することにより地域における資源リサイクルシステム形成の諸条件を明らかにする。

　方法　人口規模は等しいが，ごみ資源化の取組に差のある２町および1994年度より指定

有料袋によるごみ収集を開始した１市のとくしま生協組合員全世帯を対象に質問紙による

自記式留置法によって調査。配布数5786,有効回収数2090,有効回収率は36.1％である。

　結果　商品の包装物を消費者が販売店に返却する運動への参加意向は84.7％の高率で支

持され，販売店が行うトレイ回収への参加意向84.3％とほぼ同率である。デポジットシス

テムには59.3％が賛成と回答している。デポジットシステムに賛成する者はトレイ回収や

グリーンアクションへの参加にも積極的である。賞味期限切れの食料品をごみに出したこ

とのある者は66.2％であり，賞味期限切れの食料品をごみに出すことの多い者は料理を作

りすぎた場合にそれを捨てることが多い傾向がある。ごみの分別排出には99.2％の者が協

力的であり，年齢の高い者ほどその傾向が強い。ごみの有料化については賛成12.2％,反

対52.4％である。有料化への対応としては82.0％がごみ減量化卜の努力をあげ，その方法

は自宅で燃やす68.0％,生ゴミの堆肥化56.3％,リサイクル48.5％などである。地域での

リサイクル活動には42.8％が参加の経験がある。活動の負担が重かったという回答は29.4

％であるが，その74.3％は今後も活動を続けたいと回答している。リサイクル活動に対す
る補助金の支給については30.7％の回答者が補助金を上げるとしている。また，リサイク

ル活動の諸要因のうち住民の協力が最も重要だと考えられている。
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